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(57)【要約】
【課題】耐衝撃性、曲げ強度、流動性などに優れ、高い耐薬品性を有するとともに、薄肉
成形品であっても成形後に層状剥離を呈することがなく、特に、フィルムゲートやピンゲ
ート等で薄肉成形品を成形した際にゲート近傍に剥離を生じることがないようなポリカー
ボネート樹脂組成物及びその成形体を提供することを目的とする。
【解決手段】（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂５０～９４質量％、（Ｂ）エポキシ基又
はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフィン系エラストマ
ー１～３０質量％、及び（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂〔成分（Ｂ）のポリオレフィン系樹
脂は除く〕３～４０質量％からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｄ）ホスフィン化
合物０．００５～０．３質量部を含み、かつ溶融混練してなるポリカーボネート樹脂組成
物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂５０～９４質量％、（Ｂ）エポキシ基又はグリシジ
ル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフィン系エラストマー１～３０
質量％、及び（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂〔成分（Ｂ）のポリオレフィン系樹脂は除く〕
３～４０質量％からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｄ）ホスフィン化合物０．０
０５～０．３質量部を含み、かつ溶融混練してなるポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項２】
　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｅ）脂肪族アミン塩、芳香
族アミン塩、アンモニウムヒドロキシド、ヒドロキシルアミン塩、４級ホスホニウム塩の
群から選ばれる少なくとも一種を０．０００１～１質量部を含むことを特徴とする請求項
１に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項３】
　（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂の粘度平均分子量が１６０００～３５０００である
請求項１または請求項２に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項４】
　（Ｂ）エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオ
レフィン系エラストマーにおけるエポキシ基又はグリシジル基の含有量が１～２０質量％
である請求項１～３のいずれかに記載のポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項５】
　（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂［成分（Ｂ）のポリオレフィン系樹脂は除く］が、メルト
インデックス（ＭＩ）０．０１～６０ｇ／１０分である請求項１～４のいずれかに記載の
ポリカーボネート樹脂組成物。
【請求項６】
　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｆ）リン系及び／又はハロ
ゲン系難燃剤３～４０質量部を含むことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載のポ
リカーボネート樹脂組成物。
【請求項７】
　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｇ）フッ素含有ポリマー０
．０５～５質量部を含むことを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載のポリカーボネ
ート樹脂組成物。
【請求項８】
　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｈ）酸化防止剤０．０１～
１質量部を含むことを特徴とする請求項１～７のいずれかに記載のポリカーボネート樹脂
組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載のポリカーボネート樹脂組成物を射出成形してなる成形
体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ポリカーボネート樹脂組成物及びその成形体に関する。より詳しくは、成形
後に層状剥離を呈することがなく、耐衝撃性、曲げ強度、流動性などに優れ、高い耐薬品
性を有するポリカーボネート樹脂組成物及びその成形体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリカーボネート樹脂は、耐熱性、耐衝撃性などの機械的強度、透明性などに優れたも
のであることから、電子・情報・電気部品や機械部品など重要な素材として用いられてい
る。しかし、流動性が低い、耐薬品性に劣るなどの弱点も有している。そのため流動性を
改良し、そして優れた耐薬品性を付与するため、ポリオレフィンによるポリカーボネート
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のアロイ化が検討されてきた。
【０００３】
　特開昭６３－２１５７４９号（特許文献１）には、共重合により脂肪族の水酸基末端を
持つポリカーボネートを作製後、ポリプロピレンおよびグリシジルメタクリレート変性の
ポリプロピレン等を用い、ポリカーボネート組成物を得ることが開示されている。しかし
ながら、このような脂肪族の水酸基末端をもつポリカーボネートは熱安定性に乏しく、押
出し機内でポリカーボネートのカーボネート結合の切断反応を引き起こし、伸びや衝撃強
度の低い材料しか得られない。また、特開昭６３－２１５７５０号公報（特許文献２）に
は、共重合によりカルボキシル基末端を有するポリカーボネートを作製し、エポキシ基を
有するポリプロピレンと混合し、目的とする組成物を得ることが開示されているが、この
場合も、カルボキシル基を含むものであるため、ポリカーボネートの製造が困難であると
ともに、上述の末端に水酸基を有するポリカーボネートの場合と同様に、押出し機内でポ
リカーボネートのカーボネート結合の切断が起こりやすく、また、得られたポリカーボネ
ートもカルボキシル基が残存するため、耐久性が劣るようになる。そのためポリカーボネ
ート樹脂の特徴である機械的強度を維持したまま、流動性や耐薬品性に優れた特性を有す
るポリカーボネート樹脂組成物を得るには至ってはいない。
【０００４】
　一方では、ポリカーボネートと、エポキシ基などを有するポリオレフィン系樹脂及び／
又はポリオレフィン系エラストマーと、ポリオレフィンとによるポリカーボネートのアロ
イ化も行われている（特許文献３～５）。これらにより耐熱性、耐衝撃性などの機械的強
度を維持し、流動性及び耐薬品性にも優れるポリカーボネート樹脂が得られている。しか
しながら、さらなる製品の薄肉化が求められており、そのような薄肉成形品としたときに
、特許文献３～５に記載された樹脂組成物では、高せん断のかかるゲート形状の近傍や成
形条件によっては剥離してしまうようなことがあり、樹脂組成物のさらなる改良が求めら
れている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６３－２１５７４９号公報
【特許文献２】特開昭６３－２１５７５０号公報
【特許文献３】特開２００９－２７５１３１号公報
【特許文献４】特開２００９－２９８９９３号公報
【特許文献５】特開２０１０－２４３６８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、芳香族ポリカーボネート樹脂の欠点を補い、耐衝撃性、曲げ強度、流動性な
どに優れ、高い耐薬品性を有するとともに、薄肉成形品であっても成形後に層状剥離を呈
することがなく、特に、フィルムゲートやピンゲート等で薄肉成形品を成形した際にゲー
ト近傍に剥離を生じることがないようなポリカーボネート樹脂組成物及びその成形体を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記目的を達成すべく鋭意研究した結果、芳香族ポリカーボネート樹脂
と、エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフ
ィン系エラストマーと、ポリオレフィン系樹脂とを含む樹脂成分に、ホスフィン化合物を
加え、溶融混練してポリカーボネート樹脂組成物とすることにより、上記目的が達成され
ることを見出し、本発明を完成させるに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明は、下記のポリカーボネート樹脂組成物およびその成形体を提供する
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ものである。
１．　（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂５０～９４質量％、（Ｂ）エポキシ基又はグリ
シジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフィン系エラストマー１～
３０質量％、及び（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂〔成分（Ｂ）のポリオレフィン系樹脂は除
く〕３～４０質量％からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｄ）ホスフィン化合物０
．００５～０．３質量部を含み、かつ溶融混練してなるポリカーボネート樹脂組成物。
２．　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｅ）脂肪族アミン塩、
芳香族アミン塩、アンモニウムヒドロキシド、ヒドロキシルアミン塩、４級ホスホニウム
塩の群から選ばれる少なくとも一種を０．０００１～１質量部を含むことを特徴とする上
記１に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
３．　（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂の粘度平均分子量が１６０００～３５０００で
ある上記１または上記２に記載のポリカーボネート樹脂組成物。
４．　（Ｂ）エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポ
リオレフィン系エラストマーにおけるエポキシ基又はグリシジル基の含有量が１～２０質
量％である上記１～３のいずれかに記載のポリカーボネート樹脂組成物。
５．　（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂［成分（Ｂ）のポリオレフィン系樹脂は除く］が、メ
ルトインデックス（ＭＩ）０．０１～６０ｇ／１０分である上記１～４のいずれかに記載
のポリカーボネート樹脂組成物。
６．　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｆ）リン系及び／又は
ハロゲン系難燃剤３～４０質量部を含むことを特徴とする上記１～５のいずれかに記載の
ポリカーボネート樹脂組成物。
７．　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｇ）フッ素含有ポリマ
ー０．０５～５質量部を含むことを特徴とする上記１～６のいずれかに記載のポリカーボ
ネート樹脂組成物。
８．　（Ａ）～（Ｃ）からなる樹脂成分１００質量部に対して、（Ｈ）酸化防止剤０．０
１～１質量部を含むことを特徴とする上記１～７のいずれかに記載のポリカーボネート樹
脂組成物。
９．　上記１～８のいずれかに記載のポリカーボネート樹脂組成物を射出成形してなる成
形体。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ホスフィン化合物を添加することで、ポリカーボネート樹脂とポリオ
レフィン系樹脂との相溶性が高まり、薄肉成形品においても剥離強度が向上するとともに
、流動性、耐衝撃性及び曲げ強度に優れ、高い耐薬品性を有するポリカーボネート樹脂組
成物を提供することができ、これを用いることにより成形後に層状剥離を呈することがな
い成形品が提供される。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂、（Ｂ）
エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフィン
系エラストマー、（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂〔成分（Ｂ）のポリオレフィン系樹脂は除
く〕、および、（Ｄ）ホスフィン化合物を含むポリカーボネート樹脂組成物である。
　以下、本発明のポリカーボネート樹脂組成物に用いる各成分について説明する。
【００１１】
[（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂]
　本発明における（Ａ）成分である芳香族ポリカーボネート樹脂としては、２価フェノー
ルとカーボネート前駆体との反応により製造される種々の芳香族ポリカーボネートを用い
ることができる。
【００１２】
　２価フェノールとしては、様々なものが挙げられるが、特に、２，２－ビス（４－ヒド
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ロキシフェニル）プロパン〔ビスフェノールＡ〕、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタ
ン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－
３，５－ジメチルフェニル）プロパン、４，４’－ジヒドロキシジフェニル、ビス（４－
ヒドロキシフェニル）シクロアルカン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）エーテル、ビス
（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）スルホキシド及びビス（４－ヒドロキシフェニル）ケトン
などが挙げられる。これらの２価フェノールは、それぞれ単独で用いてもよいし、２種以
上を混合して用いてもよい。
　特に、好ましい２価フェノールとしては、ビス（ヒドロキシフェニル）アルカン系、特
にビスフェノールＡ又はビスフェノールＡを主原料としたものである。
【００１３】
　カーボネート前駆体としては、例えばカルボニルハライド、カルボニルエステル及びハ
ロホルメートなど、具体的にはホスゲン、２価フェノールのジハロホーメート、ジフェニ
ルカーボネート、ジメチルカーボネート及びジエチルカーボネートなどが挙げられる。
【００１４】
　また、芳香族ポリカーボネートは、分岐構造を有していてもよく、分岐剤としては、例
えば１，１，１－トリス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、α，α’，α”－トリス（
４－ビドロキシフェニル）－１，３，５－トリイソプロピルベンゼン、フロログリシン、
トリメリット酸及びイサチンビス（ｏ－クレゾール）などが挙げられる。
【００１５】
　本発明における（Ａ）成分の芳香族ポリカーボネート樹脂は粘度平均分子量は１６００
０～３５０００であることが好ましく、より好ましくは１７０００～３２０００であり、
さらに１８０００～３００００であることが好ましい。粘度平均分子量が１６０００未満
であると衝撃強度や引張強度が不足し、耐溶剤性も悪くなる傾向があり、また、３５００
０超であると成形性が悪くなり、薄肉部分の成形が困難になるとともに成形体の層剥離が
発生し、引張伸度が低下することがある。
【００１６】
　なお、本発明における（Ａ）成分の粘度平均分子量は、塩化メチレン１００ｃｍ3に芳
香族ポリカーボネート樹脂約０．７ｇを２０℃で溶解した溶液をウベローデ粘度計を用い
て測定した比粘度（ηsp）を次式に挿入して求めたものである。
　（ηsp）／Ｃ＝[η]＋０．４５×[η]2Ｃ
　[η]＝１．２３×１０-5Ｍ0.83

　（但し、[η]は極限粘度、Ｃはポリマー濃度である）
【００１７】
　本発明における（Ａ）成分の配合量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の合計量中、５０～９４質
量％である。５０質量％未満では引張強度及び弾性率などが低下し、９４質量％超では流
動性及び耐薬品性などの改良効果が不十分となることがある。配合量は、好ましくは６５
～９２質量％であり、より好ましくは７０～９０質量％である。
【００１８】
　ここで用いる（Ａ）成分の芳香族ポリカーボネート樹脂は、その分子鎖末端基としてヒ
ドロキシル基を有するものを含むが、この末端ヒドロキシル基の量によって、後述する（
Ｅ）成分である脂肪族アミン類、芳香族アミン類、アンモニウムヒドロキシド、ヒドロキ
シルアミン塩、４級ホスホニウム塩などを配合するか否かを定めることができる。
【００１９】
　すなわち、芳香族ポリカーボネート樹脂の全末端基に対する末端ヒドロキシル基の含有
量が１０～８０モル％である場合には、アミン塩などを添加する必要がないが、芳香族ポ
リカーボネート樹脂の末端ヒドロキシル基の含有量が３０モル％未満の場合には、脂肪族
アミン類、芳香族アミン類、アンモニウムヒドロキシド、ヒドロキシルアミン塩、４級ホ
スホニウム塩の群から得バレル少なくとも一種の化合物を添加することが好ましい。もち
ろん、末端ヒドロキシル基の含有量が１０モル％以上であっても、アミン塩などを配合し
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てもよく、また、逆に、末端ヒドロキシル基の含有量が３０モル％未満であっても、アミ
ン塩などを配合しなくても、差し支えはない。
【００２０】
　なお、ポリカーボネート樹脂の全末端基に対する末端ヒドロキシル基の量（ＯＨ末端分
率）は、1Ｈ－ＮＭＲを測定し、末端のヒドロキシル基に由来するピークの積分値から決
定できる。
【００２１】
[（Ｂ）エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオ
レフィン系エラストマー]
　（Ｂ）成分におけるポリオレフィン系樹脂は、例えばエポキシ基又はグリシジル基を有
するオレフィンの単独重合体、あるいはオレフィンとエポキシ基又はグリシジル基を有す
る不飽和単量体との共重合体、オレフィン重合体に対してエポキシ基又はグリシジル基を
有する不飽和単量体を共重合したものであってもよく、このような共重合体はグラフト共
重合体、ランダム共重合体、あるいはブロック共重合体であってもよい。
【００２２】
　また、例えばオレフィン重合体の末端、あるいはオレフィンと他の不飽和単量体などと
の共重合体及びこれらの複合物中に存在する不飽和結合を、過酸化水素あるいは有機過酸
など、例えば過安息香酸、過ギ酸及び過酢酸などにより酸化することでエポキシ基を導入
したものであってもよい。すなわち、オレフィン系重合体にエポキシ基又はグリシジル基
を導入したものであればいずれを用いてもよい。
【００２３】
　また、（Ｂ）成分におけるポリオレフィン系エラストマーとは、エポキシ基又はグリシ
ジル基を含有し、Ｘ線回折法により測定される結晶化度が５０％以下の低結晶性ないし非
晶性のオレフィン系共重合体のことである。
【００２４】
　オレフィンとしては、エチレン、プロピレン、１－ブテン、イソブチレン、２－ブテン
、シクロブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル
－１－ブテン、４－メチル－１－ブテン、シクロペンテン、１－ヘキセン、シクロヘキセ
ン、１－オクテン、１－デセン、及び１－ドデセンなどが挙げられる。これらは、１種を
用いてもよく、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２５】
　エポキシ基又はグリシジル基を有する不飽和単量体としては、例えばグリシジルアクリ
レート、グリシジルメタクリレート、ビニルグリシジルエーテル、アリルグリシジルエー
テル、メタクリルグリシジルエーテル、２－メチルプロペニルグリシジルエーテル、スチ
レン－ｐ－グリシジルエーテル、グリシジルシンナメート、イタコン酸グリシジルエステ
ル、及びＮ－［４－（２，３－エポキシプロポキシ）－３，５－ジメチルベンジル］メタ
クリルアミドなどが挙げられる。これらは、１種を用いてもよく、２種以上を組み合わせ
て用いてもよく、さらに、これらのエポキシ基又はグリシジル基を有する不飽和単量体と
ともに、例えば、アルキルアクリレートやアルキルメタクリレートなどのようなエポキシ
基又はグリシジル基を有さない不飽和単量体を用いて、これらを共重合したような、グリ
シジル基に加えアクリル酸エステルやメタクリル酸エステルなどの基が含まれているもの
であってもよい。
【００２６】
　本発明における（Ｂ）成分であるポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフィン系エ
ラストマーに含まれるエポキシ基又はグリシジル基は、１～２０質量％含有するものであ
ることが好ましい。含有量が１質量％未満であると（Ａ）成分と（Ｃ）成分との相溶性の
改善効果が発揮されず、引張伸び率及び耐衝撃性が低下し、さらに成形体の層剥離が発生
することがある。また、２０質量％超であると自己架橋が起こるおそれがあり、引張伸び
率及び耐衝撃性が低下し、さらに成形体の層剥離が発生することがある。このような点か
ら、エポキシ基又はグリシジル基の含有量は、２～１８質量％がより好ましく、４～１５
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質量％であることがさらに好ましい。
【００２７】
　また、（Ｂ）成分の重量平均分子量は、５万～５０万程度であることが好ましい。この
範囲内であれば、層剥離を防止できると共に、良好な引張伸びや高い耐撃性を得ることが
できる。なお、重量平均分子量は、ゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）
法を用いることにより求めることができる。
【００２８】
　本発明においては、（Ｂ）成分として、エポキシ基又はグリシジル基を有するポリオレ
フィン系樹脂を１種以上用いてもよいし、エポキシ基又はグリシジル基を有するポリオレ
フィン系エラストマーを１種以上用いてもよく、また上記ポリオレフィン系樹脂１種以上
とポリオレフィン系エラストマー１種以上とを併用してもよい。
【００２９】
　本発明における（Ｂ）成分の配合量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の合計量中、１～３０質量
％である。１質量％未満では（Ａ）成分と（Ｃ）成分との相溶性の改善が充分とはいえず
、引張伸び率及び耐衝撃性が低下し、さらに成形体の層剥離が発生することがある。３０
質量％超では自己架橋が起こりやすく、引張強度及び耐衝撃性が低下し、また弾性率も低
下するとともに、場合により成形体の層剥離が発生することがある。このような点から、
配合量は、２～２０質量％であることがより好ましく、３～１０質量％であることがさら
に好ましい。
【００３０】
[（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂]
　本発明における（Ｃ）成分であるポリオレフィン系樹脂は、前記（Ｂ）成分のエポキシ
基又はグリシジル基を有するポリオレフィン系樹脂以外のポリオレフィン系樹脂であり、
ポリオレフィン系の樹脂としては、前述したエチレンやプロピレン、ブテンなどのオレフ
ィン類を単独で重合したものやこれらを共重合した重合体があげられる。
【００３１】
　例えば、ポリエチレン系樹脂としては、エチレンを単独で重合したものであってもよく
、エチレンを主体として共重合したものであってもよく、高密度ポリエチレン、中密度ポ
リエチレン、低密度ポリエチレン、直鎖状低密度ポリエチレン、エチレン－α－オレフィ
ン共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレン－メタクリレート共重合
体などのポリエチレン系樹脂などがあげられる。また、エチレン－α－オレフィン共重合
体としては、例えば、プロピレンとエチレンの共重合体などが挙げられ、グラフト共重合
体、ランダム共重合体あるいはブロック共重合体のいずれであってもよい。これらの中で
は耐薬品性の観点で高密度ポリエチレンが特に好ましい。
【００３２】
　これらのポリエチレン系樹脂のメルトインデックス（ＭＩ）は、０．０１～５０ｇ／１
０分程度のものであることが好ましく、０．０２～３０ｇ／１０分であることがより好ま
しい。ＭＩが０．０１ｇ／１０分未満であると目的する流動性の改良効果が小さくなり、
５０ｇ／１０分を超えると射出成形体の層剥離が発生し易くなる傾向がある。
　なお、ポリエチレン系樹脂の場合のＭＩは、ＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８に準拠した測定法
により求めたものであり、樹脂温度１９０℃、荷重２１．１８Ｎにおいて測定したもので
ある。
【００３３】
　また、プロピレン系樹脂としては、プロピレンを単独で重合したものであってもよく、
プロピレンを主体として共重合したものであってもよい。例えば、アイソタクチックプロ
ピレン単独重合体、あるいはシンジオタクチックプロピレン単独重合体であってもよい。
また、共重合体は、例えばプロピレンとエチレンの共重合体などが挙げられ、グラフト共
重合体、ランダム共重合体あるいはブロック共重合体のいずれであってもよい。
【００３４】
　このようなプロピレン系樹脂のメルトインデックス(ＭＩ)は、０．１～６０ｇ／１０分
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程度のものであることが好ましく、０．１～５０ｇ／１０分であることがより好ましい。
ＭＩが０．１ｇ／１０分以上であれば流動性の改善効果を充分に発揮でき、６０ｇ／１０
分以下であれば成形体の層剥離が発生しにくくなる。なお、このプロピレン系樹脂のＭＩ
はＡＳＴＭ　Ｄ　１２３８に準拠した測定法により求めたものであり、樹脂温度２３０℃
、荷重２１．１８Ｎにおいて測定したものである。
【００３５】
　また、上記のポリエチレン系樹脂あるいはポリプロピレン系樹脂の他、メルトインデッ
クス（ＭＩ）が０．０１～６０／１０分（２３０℃、２１．１８Ｎ）程度のポリオレフィ
ン系樹脂であれば、同様に使用することができる。
【００３６】
　本発明においては、（Ｃ）成分として、上記ポリオレフィン系樹脂を１種用いてもよく
、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
　本発明における（Ｃ）成分の配合量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の合計量中、３～４０質量
％であり、より好ましくは、５～３５質量％であり、７～３０質量％であることがさらに
好ましい。３質量％未満では流動性及び耐薬品性の改善効果が充分に発揮できず、４０質
量％超では引張伸び率及び弾性率、耐衝撃性が低下し、場合により成形体の層剥離が発生
し易くなる傾向がある。
【００３７】
［（Ｄ）ホスフィン化合物］
　本発明の（Ｄ）成分として用いるホスフィン化合物は、（Ｂ）成分のエポキシ基又はグ
リシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレフィン系エラストマーの
反応性を高め、いわゆる相溶化剤としての生成量を増加することにより、（Ａ）ないし（
Ｃ）成分の樹脂の相溶性を高め、機械的強度や剥離強度などを向上させるという機能を奏
するものであり、有機系のホスフィン化合物が好ましく、特に熱安定性に優れ、分解しに
くいことから芳香族系ホスフィン化合物が好ましく用いられる。
【００３８】
　このような、芳香族系ホスフィン化合物としては、例えば、トリフェニルホスフィン、
トリ－ｐ－トリルホスフィン、トリス（４－メトキシフェニル）ホスフィン、トリ－２，
５－キシリルホスフィン、トリ－ｍ－トリルホスフィン、トリス（ｐ－ｔｅｒｔ－ブトキ
シフェニル）ホスフィン、トリス（２，６－ジメトキシフェニル）ホスフィン、ジフェニ
ルシクロへキシルホスフィン、ジフェニルプロピルホスフィン、エチルジフェニルホスフ
ィン、イソプロピルジフェニルホスフィン、メチルジフェニルホスフィン等のアリール基
を有するものが例示されるが、なかでも、トリアリールホスフィンが相溶性を高める点で
好ましく、このような、ホスフィン化合物は一種用いてもよく、二種以上を組み合わせて
用いてもよい。
【００３９】
　本発明における（Ｄ）成分の配合量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の合計量１００質量部に対
して、０．００５～０．３質量部であり、好ましくは０．０１～０．２質量部である。０
．００５質量部未満では、剥離強度の改善が不十分となり、０．３質量部を超え、多すぎ
る配合では、強度や耐薬品性が低下するようになる。
【００４０】
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物には、以上の（Ａ）から（Ｄ）成分の他に
、必要に応じ、（Ｅ）脂肪族アミン塩、芳香族アミン塩、アンモニウムヒドロキシド、ヒ
ドロキシルアミン塩、４級ホスホニウム塩の群から選ばれる少なくとも１種、難燃性の向
上のため（Ｆ）リン系及び／又はハロゲン系難燃剤や（Ｇ）フッ素含有ポリマー、あるい
は、耐久性や耐剥離性を向上するために、（Ｈ）リン系酸化防止剤を配合することができ
る。
【００４１】
［（Ｅ）脂肪族アミン塩、芳香族アミン塩、アンモニウムヒドロキシド、ヒドロキシルア
ミン塩、および４級ホスホニウム塩］
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　本発明における（Ｅ）成分は、脂肪族アミン塩、芳香族アミン塩、アンモニウムヒドロ
キシド、ヒドロキシルアミン塩、および４級ホスホニウム塩の群から選ばれる少なくとも
１種である。
　脂肪族アミン塩及び芳香族アミン塩は、例えば一般式Ｒ1Ｒ2Ｒ3Ｎ・１／ｎＡ1で表すこ
とができ、脂肪族アミン塩のときＲ1～Ｒ3は、独立して水素原子又は脂肪族基を示す（た
だし、全てが同時に水素原子ではない）。芳香族アミン塩のときＲ1～Ｒ3は、独立して水
素原子又は芳香族基を示す（ただし、全てが同時に水素原子ではない）。Ａ1は酸を表し
、例えば塩酸、硫酸、硝酸、塩素酸、過塩素酸、酢酸、モノアルキル硫酸、スルホン酸化
合物などである。ｎは、酸Ａ1のアニオンの価数であり、例えば塩酸の場合はｎ＝１、硫
酸の場合はｎ＝２である。
【００４２】
　アンモニウムヒドロキシドは、例えば一般式Ｒ4Ｒ5Ｒ6Ｒ7Ｎ+・ＯＨ-で表すことができ
る。Ｒ4～Ｒ7は、例えば独立して水素原子又は炭素数１～５の直鎖状又は分岐状のアルキ
ル基を示す（ただし、全てが同時に水素原子ではない）。
【００４３】
　このアンモニウムヒドロキシドの具体例としては、テトラメチルアンモニウムヒドロキ
シド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、テトラ－ｎ－プロピルアンモニウムヒド
ロキシド、テトライソプロピルアンモニウムヒドロキシドなどを挙げることができる。
【００４４】
　一方、ヒドロキシルアミン塩としては、例えば一般式Ｒ8Ｒ9ＮＯＨ・１／ｍＡ2で表す
ことができ、Ｒ8及びＲ9は、例えば独立に水素原子又は炭素数１～５の直鎖状又は分岐状
のアルキル基を示す（ただし、全てが同時に水素原子ではない）。Ａ2は酸を示し、ｍは
酸Ａ2のアニオンの価数である。
【００４５】
　このヒドロキシルアミン塩の例としては、塩酸メチルヒドロキシルアミン、塩酸エチル
ヒドロキシルアミン、塩酸ｎ－プロピルヒドロキシルアミン、塩酸イソプロピルヒドロキ
シルアミン、塩酸ジメチルヒドロキシルアミン、塩酸ジエチルヒドロキシルアミン、及び
これらのヒドロキシルアミン類における塩酸を他の酸、例えば硫酸、硝酸、酢酸、モノア
ルキル硫酸、スルホン酸化合物などに置換したヒドロキシルアミン類などを挙げることが
できる。
【００４６】
　また、４級ホスホニウム塩は、特に限定されないが、例えば下記一般式（Ｉ）～（III
）のいずれかで表される化合物を用いることができる。
　（ＰＲ4）

+・（Ｘ2）-　・・・（Ｉ）
　（ＰＲ4）

+
2・（Ｙ2）2-　・・・（II）

　〔（ＰＲ4）
+Ｏ-〕n－Ｐ（＝Ｏ）Ｒ”3-n　・・・（III）

　上記一般式（Ｉ）～（III）中、Ｒは有機基を示し、例えばメチル基、エチル基、プロ
ピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、オクチル基、シクロヘキシル基などのアル
キル基やシクロアルキル基、フェニル基、トリル基、キシリル基、ナフチル基、ビフェニ
ル基などのアリール基、ベンジル基などのアリールアルキル基などを示す。リン原子に結
合する４つのＲのうち少なくとも一つはアリール基であることが必要である。また４つの
Ｒはたがいに同一でも異なっていてもよく、二つのＲが結合して環構造を形成していても
よい。
【００４７】
　上記一般式（Ｉ）中、Ｘ2はハロゲン原子、水酸基、アルキルオキシ基、アリールオキ
シ基、アルキルカルボニルオキシ基、アリールカルボニルオキシ基、ＨＣＯ3又はＢＲ’4

などの１価の対アニオンを示す。ここで、Ｒ’は水素原子又はアルキル基やアリール基な
どの炭化水素基を示し、４つのＲ’はたがいに同一でも異なっていてもよい。
　上記一般式（II）中、Ｙ2はＣＯ3などの２価の対アニオンを示す（２個の１価の対アニ
オンの場合を含む）。
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　上記一般式（III）中、Ｒ”は炭化水素基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基又は
水酸基を示し、Ｒ”はたがいに同一でも異なっていてもよく、ｎは１～３の整数を示す。
【００４８】
　上記一般式（Ｉ）で表される４級ホスホニウム化合物の具体例としては、例えば、テト
ラフェニルホスホニウムヒドロキシド、ビフェニルトリフェニルホスホニウムヒドロキシ
ド、メトキシフェニルトリフェニルホスホニウムヒドロキシド、フェノキシフェニルトリ
フェニルホスホニウムヒドロキシド、ナフチルフェニルトリフェニルホスホニウムヒドロ
キシド、テトラフェニルホスホニウムテトラフェニルボレート、ビフェニルトリフェニル
ホスホニウムテトラフェニルボレート、メトキシフェニルトリフェニルホスホニウムテト
ラフェニルボレート、フェノキシフェニルトリフェニルホスホニウムテトラフェニルボレ
ート、ナフチルフェニルトリフェニルホスホニウムテトラフェニルボレート、テトラフェ
ニルホスホニウムフェノキシド、ビフェニルトリフェニルホスホニウムフェノキシド、メ
トキシフェニルトリフェニルホスホニウムフェノキシド、フェノキシフェニルトリフェニ
ルホスホニウムフェノキシド、ナフチルフェニルトリフェニルホスホニウムフェノキシド
、テトラフェニルホスホニウムクロライド、ビフェニルトリフェニルホスホニウムクロラ
イド、メトキシフェニルトリフェニルホスホニウムクロライド、フェノキシフェニルトリ
フェニルホスホニウムクロライド又はナフチルフェニルトリフェニルホスホニウムクロラ
イド、シクロヘキシルトリフェニルホスホニウムテトラフェニルボレートなどが挙げられ
る。
【００４９】
　上記一般式（II）で表されるような２価の対アニオンを有する４級ホスホニウム化合物
の具体例としては、例えばビス（テトラフェニルホスホニウム）カーボネート、ビス（ビ
フェニルトリフェニルホスホニウム）カーボネート、ビス（ナフチルトリフェニルホスホ
ニウム）カーボネートなどの４級ホスホニウム塩や、さらに、例えば２、２－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）プロパンのビス－テトラフェニルホスホニウム塩、エチレンビス（
トリフェニルホスホニウム）ジブロミド、トリメチレンビス（トリフェニルホスホニウム
）－ビス（テトラフェニルボレート）なども挙げることができる。
【００５０】
　上記一般式（III）で表されるようなリン酸塩を有する４級ホスホニウム化合物の具体
例としては、例えば、リン酸テトラフェニルホスホニウム、フェニルリン酸テトラフェニ
ルホスホニウム、ジフェニルリン酸テトラフェニルホスホニウム等が挙げられる。
【００５１】
　ポリカーボネートとポリオレフィンとの相容性を向上させ、剥離を改善する観点からは
、これらの４級ホスホニウム塩のうち、上記一般式（Ｉ）で表され、リン原子に結合する
アリール基を１個以上有するもの、より好ましくは、３個以上有するものがより好ましい
。４級ホスホニウム塩は一種用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００５２】
　本発明においては、前述のように、（Ｅ）成分は、（Ａ）成分の芳香族ポリカーボネー
ト樹脂が有する全末端官能基に対する末端ヒドロキシル基の割合に応じて、すなわち、末
端基に対して末端ヒドロキシル基が３０モル％未満であるときに、特に配合することが好
ましく、配合することにより、機械的強度や剥離強度などをより向上させることができる
。配合する場合、（Ｅ）成分の配合量は、（Ａ）～（Ｃ）成分の合計量１００質量部に対
して、０．０００１～１質量部である。１質量部を超えて配合した場合には、ポリカーボ
ネート樹脂組成物中のポリカーボネートの分子量が低下し、耐薬品性が低下するとともに
引張伸度及び衝撃強度が低下するおそれがある。このような点から配合量は、０．０００
５～０．５質量部であることがより好ましく、０．００１～０．４質量部であることがさ
らに好ましい。
【００５３】
　（Ｅ）成分を配合する場合には、（Ｅ）成分の脂肪族アミン塩、芳香族アミン塩、アン
モニウムヒドロキシド、ヒドロキシルアミン塩、４級ホスホニウムは２種類以上組み合わ
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せて用いてもよいが、特に、相容性を向上させ、剥離を改善する観点からは、テトラアル
キルアンモニウムヒドロキシドのような４級アンモニウム塩とともに４級ホスホニウム塩
とを組み合わせて用いることが好ましく、併用する場合には、アミン類の配合量が４級ホ
スホニウム塩に対して、０．１～５０倍量の配合量とすることが、仕上がりのポリカーボ
ネートの分子量を制御し、耐薬品性、機械物性を発現する点で好ましい。
【００５４】
［（Ｆ）リン系および／またはハロゲン系難燃剤］
　（Ｆ）成分はいわゆる難燃剤であるが、使用で難燃剤には、リン系の難燃剤とハロゲン
系の難燃剤とがある。これらのうち、リン系の難燃剤としては赤リンやリン酸エステル系
の難燃剤があげられ、リン酸エステル系の難燃剤としては、リン酸エステルのモノマー、
オリゴマー、ポリマーあるいはこれらの混合物からなるものがあり、具体的には、トリメ
チルホスフェート、トリエチルホスフェート、トリブチルホスフェート、トリオクチルホ
スフェート、トリブトキシエチルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリクレジ
ルホスフェート、クレジルジフェニルホスフェート、オクチルジフェニルホスフェート、
トリ（２－エチルヘキシル）ホスフェート、ジイソプロピルフェニルホスフェート、トリ
キシレニルホスフェート、トリス（イソプロピルフェニル）ホスフェート、トリナフチル
ホスフェート、ビスフェノールＡビスホスフェート、ヒドロキノンビスホスフェート、レ
ゾルシンビスホスフェート、レゾルシノール－ジフェニルホスフェート、トリオキシベン
ゼントリホスフェート等又はこれらの置換体、縮合物等があげられる。
【００５５】
　リン酸エステル系難燃剤として好適に用いることができる市販のリン酸エステル化合物
としては、たとえば、大八化学工業株式会社製の、ＴＰＰ〔トリフェニルホスフェート〕
、ＴＸＰ〔トリキシレニルホスフェート〕、ＣＲ７３３Ｓ〔レゾルシノールビス（ジフェ
ニルホスフェート）〕、ＣＲ７４１〔ビスフェノールＡビス（ジフェニルホスフェート）
〕、ＰＸ２００〔１，３－フェニレン－テトラキス（２，６－ジメチルフェニル）ホスフ
ェート、ＰＸ２０１Ｌ〔１，４－フェニレン－テトラキス（２，６－ジメチルフェニル）
ホスフェート、ＰＸ２０２〔４，４'－ビフェニレン－テスラキス）２，６－ジメチルフ
ェニル）ホスフェートなどを挙げることができる。
　上記リン酸エステル系難燃剤は、２価のフェノール類およびＡｒ・ＯＨで表される１価
のフェノール類とオキシ塩化燐との反応によって得られる。
【００５６】
　もう一つの（Ｆ）成分であるハロゲン系難燃剤としては、テトラブロモビスフェノール
Ａ（ＴＢＡ）、エチレンビス（ペンタブロモフェニル）、エチレンビステトラブロモフタ
ルイミド、ジブロモメチル－ジブロモスクロヘキサン、テトラブロモシクロオクタン、ヘ
キサブロモシクロドデカン、デカブロモジフェニルオキサイド、テトラデカブロモジフェ
ノキシベンゼン、ハロゲン化ポリカーボネート及びハロゲン化ポリカーボネートの（共）
重合体、これらのオリゴマー（ＴＢＡカーボネートオリゴマー）、デカブロモジフェニル
エーテル、ＴＢＡエポキシオリゴマー、ハロゲン化ポリオレフィン、ハロゲン含有アクリ
ル系樹脂［ハロゲン化ポリベンジル（メタ）アクリレート系樹脂、例えば、ポリ（ペンタ
ブロモベンジル（メタ）アクリレート）などの臭素化ポリベンジル（メタ）アクリレート
、ポリ（ペンタクロロベンジル（メタ）アクリレート）などのハロゲン化ベンジル（メタ
）アクリレートの単独又は共重合体など］、ハロゲン含有スチレン系樹脂［ハロゲン化ポ
リスチレン（臭素化ポリスチレン、塩素化ポリスチレンなどのスチレン系樹脂をハロゲン
化処理したハロゲン化物、ハロゲン化スチレン系単量体の単独又は共重合体など）など］
、ハロゲン含有ポリカーボネート系樹脂［臭素化ポリカーボネート、塩素化ポリカーボネ
ートなどハロゲン化ポリカーボネートなど］、ハロゲン含有エポキシ化合物［臭素含有エ
ポキシ樹脂（臭素化エポキシ樹脂など）、塩素化エポキシ樹脂などのハロゲン含有エポキ
シ樹脂［ハロゲン化エポキシ樹脂など］；臭素含有フェノキシ樹脂［臭素化フェノキシ樹
脂など］などのハロゲン含有フェノキシ樹脂（ハロゲン化フェノキシ樹脂など）など］、
ハロゲン含有リン酸エステル［例えば、トリス（ブロモエチル）ホスフェート、トリス（
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モノ又はジブロモプロピル）ホスフェート、トリス（モノ又はジブロモブチル）ホスフェ
ート、トリス（モノ乃至トリブロモネオペンチル）ホスフェート、ビス（トリブロモネオ
ペンチル）フェニルホスフェート、トリス（モノ乃至トリブロモフェニル）ホスフェート
などの臭素含有リン酸エステルなど］、ハロゲン含有トリアジン化合物（例えば、トリス
（トリブロモフェノキシ）トリアジンなどの臭素含有トリアジン化合物など）、ハロゲン
含有イソシアヌル酸化合物［例えば、トリス（２，３－ジブロモプロピル）イソシアヌレ
ート、トリス（２，３，４－トリブロモブチル）イソシアヌレート、トリス（ペンタブロ
モベンジル）イソシアヌレートなどの臭素含有イソシアヌル酸化合物など］、ハロゲン化
ポリアリールエーテル化合物［例えば、オクタ乃至デカブロモジフェニルエーテル、オク
タ乃至デカクロロジフェニルエーテルなどのビス（ハロゲン化アリール）エーテル（例え
ば、ビス（ハロゲン化フェニル）エーテルなど）；臭素化ポリフェニレンエーテルなどの
ハロゲン含有ポリフェニレンオキシド系樹脂など］、ハロゲン化芳香族イミド化合物［例
えば、エチレンビス臭素化フタルイミドなどの臭素化芳香族イミド化合物（例えば、ビス
イミド化合物など）など］、ハロゲン化ビスアリール化合物［例えば、臭素化ジフェニル
などのビス（ハロゲン化Ｃ6-10アリール）；臭素化ジフェニルメタンなどのビス（ハロゲ
ン化Ｃ6-10アリール）Ｃ1-4アルカン；臭素化ビスフェノールＡなどのハロゲン化ビスフ
ェノール類又はその誘導体（ハロゲン化ビスフェノール類のエチレンオキシド付加体を重
合した臭素化ポリエステルなど）など］、ハロゲン化脂環族炭化水素［架橋環式飽和又は
不飽和ハロゲン化脂環族炭化水素、例えば、ドデカクロロペンタシクロオクタデカ－７，
１５－ジエンなどのハロゲン化ポリシクロアルカジエンなど］などが挙げられる。
【００５７】
　これらの（Ｆ）成分のリン系および／又はハロゲン系難燃剤はそれぞれ単独であるいは
二種以上を組み合わせて使用することができ、これらの成分（Ｆ）の含有量は、前記（Ａ
）～（Ｃ）からなる成分１００質量部に対して、３～４０質量部、好ましくは、５～２５
質量部、特に好ましくは、６～２０質量部である。
　３質量部以上配合することにより所望の難燃性が得られ、４０質量部以下とすることに
より耐薬品性、耐熱性、引張伸度、衝撃強度等の低下を避けることができる。
　しかしながら、難燃剤を添加することにより、後述する耐剥離性が難燃剤を添加しない
場合に比べて低下し、成形品にとって必要とされる難燃性と機械的な特性との兼ね合いに
より、難燃剤の配合量を定めることが必要となることはいうまでもないことである。
【００５８】
［（Ｇ）フッ素含有ポリマー］
　（Ｇ）成分であるフッ素含有ポリマーとしては、通常フルオロエチレン構造を含む重合
体、共重合体であり、例えば、ジフルオロエチレン重合体、テトラフルオロエチレン重合
体、テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、テトラフルオロエチ
レンとフッ素を含まないエチレン系モノマーとの共重合体があげられる。好ましくは、ポ
リテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）であり、標準比重から求められる数平均分子量は
、５００，０００以上であることが好ましく、特に好ましくは５００，０００～１０，０
００，０００である。
【００５９】
　本発明で用いることができるポリテトラフルオロエチレンとしては、現在知られている
すべての種類のものを用いることができる。なお、ポリテトラフルオロエチレンのうち、
フィブリル形成能力のあるものが好ましい。
　フィブリル形成能を有するポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）には特に制限はな
いが、例えば、ＡＳＴＭ規格において、タイプ３に分類されるものが挙げられる。
　その具体例としては、例えば、テフロン６－Ｊ［三井・デュポンフロロケミカル（株）
製］、ポリフロンＤ－１、ポリフロンＦ－１０３、ポリフロンＦ２０１［ダイキン工業（
株）製］及びＣＤ０７６［旭硝子（株）製］等が挙げられる。
【００６０】
　また、上記タイプ３に分類されるもの以外では、例えば、アルゴフロンＦ５（モンテフ
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ルオス株式会社製）、ポリフロンＭＰＡ及びポリフロンＦＡ－１００（ダイキン工業株式
会社製）等が挙げられる。
【００６１】
　これらのポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）は、単独で用いてもよいし、２種以
上を組み合わせてもよい。
【００６２】
　これらの（Ｇ）成分のフッ素含有ポリマーは、さらなる難燃性の向上（例えば、Ｖ－０
、５Ｖ）のために添加されるもので、その配合量は、成分（Ａ）～（Ｃ）の合計量１００
質量部あたり０．０５～５質量部である。配合量が０．０５質量部未満では滴下防止性に
劣り、また５質量部を超えると表面外観や機械物性（衝撃強度）が悪化する。より好まし
くは、０．１～１質量部の範囲である。
【００６３】
［（Ｈ）酸化防止剤］
　本発明における（Ｈ）成分である酸化防止剤は、リンを含有していることが好ましく、
リン含有酸化防止剤としては、亜リン酸、リン酸、亜ホスホン酸、ホスホン酸およびこれ
らのエステル等が挙げられ、例えばホスファイト系酸化防止剤やホスホナイト系酸化防止
剤等が挙げられる。
【００６４】
　ホスファイト系酸化防止剤としては、具体的にはトリフェニルホスファイト、トリスノ
ニルフェニルホスファイト、トリス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ホスファ
イト、トリデシルホスファイト、トリオクチルホスファイト、トリオクタデシルホスファ
イト、ジデシルモノフェニルホスファイト、ジオクチルモノフェニルホスファイト、ジイ
ソプロピルモノフェニルホスファイト、モノブチルジフェニルホスファイト、モノデシル
ジフェニルホスファイト、モノオクチルジフェニルホスファイト、ジステアリルペンタエ
リスリトールジホスファイト、ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェニ
ル）ペンタエリスリトールジホスファイト、２，２－メチレンビス（４，６－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェニル）オクチルホスファイト、ビス（ノニルフェニル）ペンタエリスリト
ールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリト
ールジホスファイト等の亜リン酸エステル化合物が挙げられる。
【００６５】
　ホスホナイト系酸化防止剤としては、具体的には、テトラキス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（２，４－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４，３’－ビフェニレンジホスホナイト、テトラキス（
２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－３，３’－ビフェニレンジホスホナイト、ビ
ス（２，４－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－４－ビフェニレンホスホナイト等が挙げ
られる。
【００６６】
　これらのうち、ジステアリルペンタエリスリトールジホスファイト、ビス（２，４－ジ
－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトールジホスファイト、モノオクチルジフ
ェニルホスファイト、トリデシルホスファイトが好ましい。
【００６７】
　また、その他のリン酸エステルとしてトリブチルホスフェート、トリメチルホスフェー
ト、トリクレジルホスフェート、トリフェニルホスフェート、トリクロルフェニルホスフ
ェート、トリエチルホスフェート、ジフェニルクレジルホスフェート、ジフェニルモノオ
ルソキセニルホスフェート、トリブトキシエチルホスフェート、ジブチルホスフェート、
ジオクチルホスフェート、ジイソプロピルホスフェート等が挙げられる。
【００６８】
　これらの（Ｈ）成分のリン含有の酸化防止剤は、さらに耐久性や耐剥離性を向上するた
めに添加されるもので、その配合量は、成分（Ａ）～（Ｃ）の合計量に対して、０．０１
～１質量部の範囲である。



(14) JP 2012-144604 A 2012.8.2

10

20

30

40

50

【００６９】
[添加剤]
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物において、上記（Ａ）～（Ｈ）成分以外に
、本発明の目的を損なわない範囲で各種添加剤を配合することができる。添加剤としては
、紫外線吸収剤、光安定剤、難燃助剤、着色剤、帯電防止剤、アンチブロッキング剤、離
型剤及び滑剤などがあげられる。
【００７０】
[ポリカーボネート樹脂組成物及び成形体]
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、上記（Ａ）～（Ｄ）成分及び必要に応じて用
いられる（Ｅ）～（Ｈ）成分および各種の添加剤を常法により配合し、溶融混練すること
により得ることができる。より好ましくは、（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂、（Ｅ）
成分のアミン塩など、（Ｂ）エポキシ基又はグリシジル基含有ポリオレフィン又はポリオ
レフィンエラストマー、（Ｄ）ホスフィン、（Ｇ）フッ素含有ポリマーを押出機にて溶融
混練し、ベント口の下流側に（Ｃ）ポリオレフィン、（Ｆ）難燃剤、（Ｈ）リン系酸化防
止剤を投入混合して製造する。溶融混練する溶融混練機としては、例えばバンバリーミキ
サー、単軸スクリュー押出機、二軸スクリュー押出機、コニーダ及び多軸スクリュー押出
機などが挙げられる。溶融混練における加熱温度は、通常２２０～３００℃、特に２５０
℃程度が適当である。
【００７１】
　上記条件で溶融混練すると、（Ｂ）成分のエポキシ基又はグリシジル基含有ポリオレフ
ィン又はポリオレフィンエラストマーのエポキシ基又はグリシジル基を（Ｄ）成分のホス
フィンが活性化させ、相溶化成分の生成を促す。それにより、本発明で得られるポリカー
ボネート樹脂組成物は、マトリックス相に（Ａ）成分の芳香族ポリカーボネート樹脂が、
ドメインに（Ｃ）成分のポリオレフィン樹脂が存在し、その界面にはポリカーボネートと
エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィンとの反応生成物による相溶化成分
が存在するものとなる。適度な相溶化成分の量の介在は界面を安定化させ、ポリカーボネ
ートとポリオレフィンの相溶性が向上し、耐衝撃性、曲げ強度等の機械特性、流動性及び
耐薬品性に優れ、剥離し難いポリカーボネート樹脂組成物を得ることができる。
【００７２】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、公知の成形方法、例えば中空成形、射出成形
、押出成形、真空成形、圧空成形、熱曲げ成形、圧縮成形、カレンダー成形及び回転成形
などを適用することにより、成形体とすることができ、特に射出成形による成形法が好ま
しい。
　また、本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、耐衝撃性、曲げ強度、流動性及び耐薬
品性に優れるため、射出成形によりこれらの特性が要求される自動車部品、電子機器や情
報機器のハウジングなどとして利用可能である。
【００７３】
　本発明を実施例によりさらに詳しく説明するが、本発明はこれらにより何ら限定される
ものではない。なお、以下において、ＧＭＡはグリシジルメタクリレート、ＭＩはメルト
インデックスを示す。
【実施例】
【００７４】
　実施例及び比較例において用いた（Ａ）～（Ｆ）成分を以下に示す。
（Ａ）芳香族ポリカーボネート樹脂
Ａ－１：タフロンＦＮ３０００Ａ［出光興産（株）製、分子量２９３００］　ＯＨ末端分
　率
　　　　５モル％
Ａ－２：タフロンＦＮ２６００Ａ［出光興産（株）製、分子量２５４００］　ＯＨ末端分
率
　　　　４モル％
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Ａ－３：タフロンＦＮ２２００Ａ［出光興産（株）製、分子量２１５００］　ＯＨ末端分
率
　　　　３モル％
Ａ－４：溶融法で製造したＰＣ［分子量　１９，０００］　ＯＨ末端分率　４０モル％
　内容積３０リットルのＳＵＳ３１６製オートクレーブに、ビスフェノールＡ　４５６０
ｇ（２０モル）、ジフェニルカーボネート４４５０ｇ（２０．８モル）を仕込み、触媒と
してテトラメチルアンモニウムヒドロキシド（ＴＭＡＨ）をビスフェノールＡに対して２
．５×１０-4モル、テトラフェニルホスホニウムテトラフェニルボレート（北興化学工業
製　ＴＰＰＫ）を１×１０-5モル加え、２１０℃で３０分加熱したのち２４０℃、２７０
℃、２９０℃と段階的に昇温し、さらに徐々に真空度を上げ最終的に０．４ｍｍＨｇにて
２時間攪拌混合し、上記Ａ－４に示したポリカーボネートを得た。
　なお、末端ヒドロキシル基の量（ＯＨ末端分率）は、ポリカーボネート樹脂７０ｍｇを
重クロロホルム０．６ｍＬに室温下で溶解した後、1Ｈ－ＮＭＲを測定し（1Ｈ核共鳴周波
数：５００ＭＨｚ、観測周波数範囲：１００００Ｈｚ、積算回数：２５６回）、末端の水
酸基由来のピークａ（７．０６、７．０５ｐｐｍ）、末端のビスフェノールＡのフェニル
の水素のピーク（６．６７、６．６５ｐｐｍ）およびｃ（４．８７ｐｐｍ）に基づき、算
出した。
（Ｂ）エポキシ基又はグリシジル基を含有するポリオレフィン系樹脂及び／又はポリオレ
フィン系エラストマー
Ｂ－１：エチレン－ＧＭＡ共重合体［住友化学（株）製、ボンドファーストＥ、
　　　　ＧＭＡ含有量１２質量％］
Ｂ－２：ポリプロピレン－ＧＭＡグラフト共重合体［ポリプロピレンとＧＭＡと有機過酸
　　　　化物をブレンド後、バッチ式混練にて溶融混練して製造］、ＧＭＡ含有量９質量
％］
（Ｃ）ポリオレフィン系樹脂
Ｃ－１：ポリプロピレンホモポリマー［プライムポリマー（株）製、Ｊ－３０００ＧＰ、
　　　　ＭＩ＝３０ｇ／１０分］
Ｃ－２：ポリプロピレンブロック重合体［プライムポリマー（株）製、Ｊ－７８５Ｈ、
　　　　ＭＩ＝１５ｇ／１０分］
Ｃ－３：ポリプロピレンブロック重合体［プライムポリマー（株）製、Ｅ－１８５Ｇ、
　　　　ＭＩ＝０．３５ｇ／１０分］
Ｃ－４：高密度ポリエチレン［プライムポリマー（株）製、ハイゼックス１３００Ｊ、
　　　　ＭＩ＝１２ｇ／１０分］
（Ｄ）ホスフィン化合物
Ｄ－１：トリフェニルホスフィン［北興化学工業（株）製、ＴＰＰ］
Ｄ－２：トリ－ｐ－トリルホスフィン［北興化学工業（株）製、ＴＰＴＰ］
Ｄ－３：トリス（４－メトキシフェニル）ホスフィン［北興産化学工業（株）製、
　　　　ＴＰＡＰ］
（Ｅ）アンモニウムヒドロキシド類
Ｅ－１：テトラメチルアンモニウムヒドロキシド［和光純薬（株）製］
（Ｆ）リン系難燃剤
Ｆ－１：芳香族縮合リン酸エステル系難燃剤［大八化学工業（株）製、ＣＲ－７４１］
（Ｇ）フッ素含有ポリマー
Ｇ－１：ポリテトラフルオロエチレン［旭硝子（株）製、ＰＴＦＥ　ＣＤ０７６］
（Ｈ）リン含有酸化防止剤
Ｈ－１：ホスファイト系酸化防止剤　アデカスタブＣ［ＡＤＥＫＡ（株）製］
【００７５】
＜試験片の製造方法＞
　押出機として、供給口を２個有するベント付き二軸押出機［日本製鋼所（株）製、ＴＥ
Ｘ４４］を用い、設定温度を２５０℃とし、スクリュー回転数３００ｒｐｍ、吐出量１０
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０ｋｇ／時で表１に示すＡ、Ｂ、及びＤ、Ｅ、Ｇ成分を溶融混練し、ベント口の下流側に
Ｃ成分、必要に応じＦ、Ｈ成分を加え目的とするペレットを得た。次いで、次のようにし
て試験片を作製した。
【００７６】
　実施例１、２、５、比較例１、２については得られたペレットを１１０℃で６時間以上
乾燥した後、引張り試験片、耐薬品性試験用試験片（ＴＰ）については成形温度２６０℃
、金型温度６０℃で成形した。また厚み１．５ｍｍの角板については、成形温度２８０℃
、金型温度８０℃で成形した。
　実施例３、４、６、比較例３～６については得られたペレットを１２０℃で６時間以上
乾燥した後、引張り試験片、耐薬品性試験用試験片（ＴＰ）については成形温度２８０℃
、金型温度８０℃で成形した。また厚み１．５ｍｍ、１．２ｍｍの角板については、成形
温度２８０℃、金型温度８０℃で成形した。
【００７７】
＜評価方法＞
（１）引張強さ・引張弾性率・引張伸び率
　ＪＩＳ　Ｋ７１６２に準拠し、厚さ３．２ｍｍの引張りダンベルを作製し評価した。
【００７８】
（２）耐薬品性
　１２５×１３×３．２ｍｍの試験片を射出成形し、スパン距離８０ｍｍの３点曲げ試験
法にて、０．７％の歪みをかけた後、マジックリンを含浸させた布をかけ、２３℃で１６
８時間放置した後に、外観変化を確認した。サンプル数（ｎ）３で試験を行い、次の基準
にしたがい評価した。
３個とも外観変化のないものを「○」
１個でも微細な亀裂が見られるものを「△」
１個でもクラックが見られるものを「×」
【００７９】
（３）耐剥離性
　（ａ）フィルムゲート部の剥離性（表面剥離）評価
　１．５ｍｍ、および１．２ｍｍの厚みで、１５０×１５０ｍｍ角の試験片をそれぞれフ
ィルムゲート（幅５０ｍｍ、厚み１ｍｍ）充填時間１．２秒にて成形した。
　次いで、ＪＩＳ　Ｄ０２０２－１９８８に準拠して碁盤目テープ剥離試験を行った。得
られた試験片のゲート中央部から１～２ｃｍの箇所に碁盤目を１ｍｍ間隔で１００マス作
製し、セロハンテープ（「ＣＴ２４］、ニチバン（株）製）を用い、指の腹で密着させた
後、９０°方向に剥離した。判定は、１００マスの内、剥離しないマス目の数で表し、表
層が剥離しない場合を１００／１００、完全に剥離した場合を０／１００として表した。
　なお、この表面剥離性の試験では、難燃剤を含む系は薄肉で剥離しやすく、含まない系
は剥離しにくいことから、難燃剤を含む系では、１．５ｍｍの厚みでの剥離性の評価にて
明確な差が確認されたが、難燃剤を含まない系では１．５ｍｍの厚みでの剥離性の評価に
おいて明確な差が現れなかった。そのため、難燃剤を含まない系では、厚みを１．２ｍｍ
まで薄くして、より剥離が起きやすい条件で剥離性の評価を行った。
　（ｂ）折り曲げ試験による剥離評価
　引張り試験片を中央部から両端がつくまで折り曲げ、さらに反対方向に同様に折り曲げ
た。表面にシワの発生する回数で剥離性を評価した。１０回以上は「１０＜」とした。
　このときの試験片は、引っ張り試験同様に厚さ３．２ｍｍのものを使用した。
【００８０】
（４）難燃性
　ＵＬ９４に準拠し、１２５×１２．５×１．５ｍｍの試験片使用して行った。
【００８１】
〔実施例１～６、および比較例１～６〕
　表１に示す配合割合で、上記の試験片の製造方法に記載したとおりの方法で試験片を調
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製して前述した方法により物性評価を行った。得られた結果を表１に示した。
【００８２】
【表１】

【００８３】
　表１によると、フィルムゲートを有する薄肉成形品の場合であっても、表面剥離性に優
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れ、層状剥離を呈しない成形品が得られることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００８４】
　本発明のポリカーボネート樹脂組成物は、流動性及び耐薬品性に優れ、耐衝撃性及び曲
げ強度にも優れるため、自動車部品、電子機器や情報機器のハウジングなどに有用である
。
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